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（資産活用部） 



総 務 委 員 会 報 告 資 料 

令和７年１１月１０日 

件   名 足立区公共施設等総合管理計画に基づく取組み状況について 

所管部課名 資産活用部 公共施設マネジメント推進課 

内   容 

 足立区公共施設等総合管理計画（以下「総合管理計画」という。）に基づ

く取組み状況について、以下のとおり報告する。 

 

１ 足立区公共施設マネジメント推進委員会※１の開催結果について 

令和７年１０月１７日に「足立区公共施設マネジメント推進委員会」を開

催し、以下の２点を報告した。 

※１ 区長を委員長とし、両副区長、教育長、各部長級職員等で構成する庁内会議体。 

（１）公共施設等の情報一元化の取り組み【別紙１】【別紙２】 

令和７年７月、公共施設マネジメント推進課が施設所管課の保有する

令和６年度の公共施設等に関する情報を収集した。 

なお、今回の調査では、指定管理委託費のうち維持管理に係る人件費

と運営管理に係る人件費を分けることができなかったため、令和８年度

の調査に向け、維持管理に係る人件費が抽出できる施設基礎調査票と記

入要領に改善し、正確な維持管理経費の把握に努める。 

 

（２）総合管理計画の基礎的な数値の把握【別紙３】 

   「総人口」「積立基金の現在高」「有形固定資産減価償却率※２」「施

設保有量」などの各項目の経年変化を把握していく。 

   なお、今後、各項目の２３区の数値を把握し、近隣区や同規模自治

体との比較による分析を行う。 

※２ 資産の経年の程度を示す指標であり、この割合が大きくなるほど老朽化が進

行していることを示す。 

 

２ 公共施設マネジメントに関する職員向け講演会の開催について 

（１）目 的 

「公共施設の更新問題」や「区の公共施設マネジメントの取り組み」

などを職員に周知啓発し、「総合管理計画」「公共施設マネジメント」

に対する意識醸成を図ることで、将来起こり得る財源不足などの危機

感を共有する。 

 

（２）日時・会場等 

ア 日 時 

令和７年１２月８日（月） １０時～１１時４５分 

イ 会 場 

区役所本庁舎中央館２階 庁舎ホール 
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  ウ 受講者 

管理職３０名、一般職員３００名（主に施設管理に携わる職員） 

  エ 講演者 

東洋大学大学院 客員教授（一級建築士）  天神
てんじん

 良
よし

久
ひさ

 氏 

（大学院経済学研究科 公民連携専攻） 

株式会社ＰＰＰ総合研究所 代表取締役社長 

   オ その他 

     本講演会終了後、本講演会の受講者以外の職員を対象に、動画視

聴による研修の実施を検討している。 

 

３ 今後のスケジュール（予定） 

年 月 内   容 

令和７年１２月 総務委員会において、Ａ－フェスタへの出展・アンケ

ート結果を報告 

令和８年 １月 総務委員会において、公共施設マネジメントに関する

職員向け講演会の実施結果を報告 

２月 総務委員会において、公共施設等の情報一元化の取り

組み、公共施設複合化に関する指針（案）を報告 

３月 公共施設複合化に関する指針策定 
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小学校・中学校

34.6億円（32%）

生涯学習センター・地域学

習センター等（※）

11.5億円（11%）

本庁舎・その他行政施設（※）

10.0億円（9%）

保育園・こども園（※）

9.5億円（9%）

スポーツ施設（※）

8.5億円（8%）

文化施設（※）

5.7億円（5%）

区営住宅（※）

5.6億円（5%）

生物園等（※）

5.6億円（5%）

その他の施設（※）

17.8億円（16%）

 
２ 公共施設の建物※３にかかった１年間の維持管理経費 
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主な施設類型別の施設数と施設面積

 
 

指定管理委託料

31.6億円

（29.0％）

光熱水費

27.1億円

（27.1％）

使用料

19.1億

（17.6％）

維持管理委託料

18.3億

（16.8％）

維持補修費

10.7億円

（9.8％）

その他の維持管理費

2.0億円

（1.8％）

施設面積 

施設数 

 

施設基礎調査の調査結果（R６年度末時点） 【数値は R7.10.1 時点】 

１ 施設類型※１ごとの施設数と施設面積（小・中学校を除く） 

（１）施設類型別ごとの内訳 

（２）維持管理経費の内訳 

⑧ 

区
民
事
務
所 

⑪ 

本
庁
舎
・そ
の
他
行
政
施
設 

⑮ 

保
健
セ
ン
タ
ー 

⑩ 

障
が
い
福
祉
施
設 

⑤ 

高
齢
者
福
祉
施
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子
ど
も
支
援
セ
ン
タ
ー 

⑬ 

子
育
て
サ
ロ
ン 

① 

学
童
保
育
室 

③ 

保
育
園
・こ
ど
も
園 

⑥ 

ス
ポ
ー
ツ
施
設 

⑯ 

生
物
園
等 

⑨ 

図
書
館 

⑱ 

文
化
施
設 

② 

住
区
セ
ン
タ
ー
等 

※２）抽出条件 

・総合管理計画の公共施設の施設類型ごとに集計 

・施設数の「632」に機械室、物置等や公園便所は含めていない 

（約 1900【全体】－約 970【機械室、物置等】－約 300【公園便所】）＝約 630 

・グラフに記載がない公共施設の施設類型は、「その他」として集計 

年間総額 

108.8 億円 

表１ 施設数及び施設面積 

⑲ 

博
物
館
等 

⑭ 

産
業
施
設 

④ 

環
境
関
連
施
設 

⑦ 

区
営
住
宅 

⑳ 

そ
の
他
（防
災
倉
庫
・駐
輪
場
等
） 

※３）指定管理委託料のうち、光熱水費、維持管理費は 

別項目で計上 

別紙１ 

年間総額 

108.8 億円 

（※）は、指定管理者制度で管理している施設がある施設類型 

・施設類型ごとの１施設当たりの面積 

【最大】：文化施設 約 12300（㎡/施設） 

【最小】：学童保育室 約 105（㎡/施設） 

・本庁舎・その他行政施設の施設面積は、約 8.1 万㎡ 

のうち約 7.6 万㎡が本庁舎（別館を含む） 

【大家の建物に加え、大家建物内の店子の施設※２も含めて集計】 

用語の定義 

※１ 施設類型：総合管理計画で公共施設を行政サービスの機能・性質別に３０分類した類型  例）住区センター、文化施設、生涯学習センター、図書館、博物館、生物園、スポーツ施設、保育園・子ども園、学童保育室など 

※２ 施設   ：「建物」と「施設」の違いについて（別紙２）を参照  

※３ 建物   ：「建物」と「施設」の違いについて（別紙２）を参照 

※４ 進行管理：総合管理計画に設定した「短期指標」および「長期指標」を基に行う PDCA サイクルによる進行管理を示す。なお、各指標の目標値は、令和７年度末から設定 

～３０ある施設類型のうち主な 19 施設類型を抽出～ 

施設類型の選定条件 

・区民が「日常的に利用」または「利用頻度が高い」 

と思われる施設の類型 

・子ども・高齢者に関連する施設の類型 

・施設面積が大きい施設の類型 

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
・ 

地
域
学
習
セ
ン
タ
ー
等 

⑫ 

※１）グラフは施設数の多い順番 

に並べて作成しています。 

・年少者人口（0～１４歳）が利用する

小学校・中学校、保育園・こども園

の経費が全体の約４０％を超えて

いる 

 

・スポーツ施設や文化施設、生物園

等の区民が楽しむ有料の施設は、

全体の約１８％である。 

 

 

グラフから見えたこと 

・固定経費（指定管理委託料・光熱水費・使用料）

が約 7４％で全体の約 3/４を占めている。 

（３）課題及び今後方針と想定する 

 グラフから見えたこと 

１ 見えた課題 

  指定管理委託料に一部人件費相当額が 

含まれていた。 

 

２ 今後の方針 

  来年度に向けて指定管理委託料に一部 

含まれる人件費相当額から維持管理に係

る人件費を抽出するために、施設基礎調

査票と記入要領を改善し、正確な維持管

理経費が把握できる調査に繋げていく。 

 

３ データの活用方法 

  総合管理計画の進行管理※４に加え、「施

設面積の抑制」や「施設機能の集約・複合

化」を進める際の根拠数値として使用し、

職員や区民へ説明責任を果たしていく。 

データの活用方法 
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【施設ごとに集約した情報の活用方法】

・施設の数や面積の経年変化により、施設数や面積増減の傾向を分析し、施設面積の抑制の取り組みに活用

・地域ごとの施設【例）区民事務所】が要している維持管理経費のデータ比較し、施設機能の集約・複合化の取り組みに活用

１ 建物（単独施設）の例

【施設】
伊興区民事務所

（大家）

【建物名】 伊興区民事務所 【建物名】 花畑センター

２ 建物（複合施設）の例

【施設１】
花畑地域学習
センター
（大家）

【施設２】
花畑区民
事務所
（店子）

【施設３】
花畑体育館
（店子）

【施設４】
花畑
住区センター
（店子）

【施設５】
花畑学童
保育室
（店子）

【施設６】
花畑図書館
（店子）

建物が単独施設の場合は、「建物」と
「施設」の名称は同じ伊興区民事務所
となる。

建物が複合施設の場合は、「建物」の名称（愛称）は、花畑
センターとなり、各「施設」の名称は、上記図に示す建物
大家と建物内の店子（テナント）で構成されることになる。

別紙２「建物」と「施設」の違いについて

： 建物

： 施設

凡例
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足立区公共施設等総合管理計画 基礎的な数値の把握（その１） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 総人口は増加傾向で、外国人人口は令和 6 年 1 月比で約 5 千人増（令和 7 年 4 月）。 

２ 総人口に占める外国人割合は 6.4%（令和 7 年 4 月。令和 6 年 1 月比+0.7 ポイント）。 

１ 年少者人口・高齢者人口は減少傾向、生産年齢人口は増加傾向。 

２ 現状として、特別区民税収入に大きな影響を及ぼすような変動は見られない。 

 

１ 基礎的な数値の現状把握 

  １２年間の計画であるため、毎年、各項目の数値を

把握し、大きな変動が見られた場合には評価・分析を

実施し、必要に応じて計画の見直しを検討する。 

 

２ 指標による進行管理・評価分析 

（１）計画には、進行管理のために「短期指標」と「長

期指標」を設定しているが、各指標は令和７年度実

績（令和８年度）から設定しているため、令和７年

度は指標による進行管理は実施しない。 

基礎的な数値について 

１ 扶助費（生活保護費・障がい者自立支援給付費など）は増加傾向で高止まり。 

２ 普通建設事業費（投資的経費）は、年度によりばらつきはあるものの増加傾向。 

１ 施設整備のための基金は 1,231 億円で、令和 5 年度比で△48 億円。 

２ 計画的な積立てにより、横ばいで推移。今後も改修等のため計画的な積立てが必要。 

１ 有形固定資産減価償却率は 65.2%と、令和 5 年度比で△1.1 ポイント。 

２ 減要因は「すこやかプラザ あだち」や「東綾瀬中学校」の竣工等による。 

693,223 694,725 698,276 700,370 

（人） 

１ 総人口 

出典：「足立区の世帯と人口」により作成 

693,223 694,725 698,276 700,370 

（人） 

２ 人口構造 

出典：「足立区の世帯と人口」により作成 

（億円） 

出典：「決算財務書類」により作成 

５ 有形固定資産減価償却率※ 

※有形固定資産減価償却率：資産の経年の程度を示す指標であり、この割合が大きくなるほど老朽化が進行していることを示す。 

（億円） 

2,713 
2,818 2,853 

3,602 
3,380 

3,268 3,172 
3,374 

３ 歳出決算額 

別紙３ 

出典：「普通会計決算のあらまし」により作成 

足立区は 23 区平均より 

＋10.8 ポイント 

23区平均 
55.2％ 

（億円） 

1,815.5 1,858.0 1,817.5 

４ 積立基金の現在高 

出典：「普通会計決算のあらまし」により作成 

 
 

 

施設整備の 

ための基金 

施設整備の 

ための基金 
施設整備の 

ための基金 
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足立区公共施設等総合管理計画 基礎的な数値の把握（その２） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 維持管理経費総額は 108.8 億円と、令和 5 年度比で△1.5 億円。 

２ 内訳を見ると、光熱水費が 27.1 億円で、△1.8 億円と大きく減少。 

１ 総面積は約 118.4 万㎡と、令和 5 年度比で＋1.3 万㎡。築 60 年以上の面積増が顕著。 

２ 10 年未満の面積増は「すこやかプラザ あだち」や「東綾瀬中学校」の竣工による。 

１ 建物数は減少傾向で、令和 6 年度は 626（令和 5 年度比△4） 

２ 減要因は、廃校となった学校や鹿浜災害備蓄倉庫、青井授産場の解体による。 

１ 道路総延長は 980,023m、道路面積は 7,577,760 ㎡（令和 7 年 4 月時点）。 

２ 道路総延長、道路面積ともに、都市計画道路の整備などにより増加傾向。 

１ 橋りょう数、総延長、面積すべて、令和 6 年 4 月時点から増減なし。 １ 公園数は増加傾向で、令和 7 年 4 月時点で 602（令和 6 年 4 月比+3）。 

（m/㎡） 

１０ 橋りょう数・総延長・面積 

出典：「数字で見る足立」「道路整備課資料」により作成 

（m） （㎡） 

974,648 979,128 980,023 

出典：「数字で見る足立」「道路現況調書」により作成 

９ 道路の総延長・面積 
（㎡） 

597 599 602 

１１ 公園数・面積 

87.5 

108.8 110.3 

出典：「公共施設マネジメント推進課資料」により作成 

（億円） 

６ 公共施設にかかる維持管理経費 
【指定管理委託料】令和４年度には人件費等相当分を含んでいないが、調査・集計の都合上、令和５年度から 

一部人件費等相当分を含むこととしたことにより、増加。 

【使用料】令和４年度未計上の学校エアコンリース 
     を、令和５年度から計上することとした 

ため、増加。 

出典：「数字で見る足立」により作成 

（万㎡） 

642 630 626 

出典：「固定資産台帳」により作成 

８ 施設保有量 

1,180,768 1,171,191 1,184,138 

（㎡） 

出典：「固定資産台帳」により作成 

７ 公共施設の築年数別面積 
【進行管理のための長期指標】令和 18 年度末の目標値：118.1 万㎡ 
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